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●中学受験の経年変化
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図1　私立・国立中学校生徒割合の推移（全国）�

図2　中学受験率の推移（首都圏）�

�
注　「学校基本調査」（文部科学省）より算出（1999年以降は中等教育学校前期課程含む）。�

�
注　日能研推定。�
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図3　私立・国立中学校に通う生徒（1年生）の比率（都道府県別、2007年度）�

北海道�

青森�

岩手�

宮城�

秋田�

山形�

福島�

茨城�

栃木�

群馬�

埼玉�

千葉�

東京�

神奈川�

新潟�

富山�

石川�

福井�

山梨�

長野�

岐阜�

静岡�

愛知�

三重�

滋賀�

京都�

大阪�

兵庫�

奈良�

和歌山�

鳥取�

島根�

岡山�

広島�

山口�

徳島�

香川�

愛媛�

高知�

福岡�

佐賀�

長崎�

熊本�

大分�

宮崎�

鹿児島�

沖縄�

（％）�
0 5 10 15 20 25 30

2.4

0.9 

1.1

1.3

1.3

0.8

1.3

1.7

0.7

2.2

1.1

2.5

2.1

2.0

1.4

1.0

2.3

2.5

1.5

1.9

0.7

0.5

1.1

0.8

0.9

0.6

1.1

0.8

1.7

1.7

1.4

1.4

1.5

1.5

0.4

1.1

0.3

0.8

0.8

0.5

0.7

1.3

1.4

0.7

1.2

1.4

1.0

0.7

4.1 

3.8

4.7

2.2

2.5

3.2

4.9

5.3

16.1

3.7

2.3

2.3

2.8

10.4

4.2

1.3

1.1

7.4

12.3

8.7

10.3

12.2

3.7

5.4

5.1

4.7

2.3

1.1

4.2

1.5

1.0

1.3

1.0

12.6

26.5

7.1

4.5

1.9

3.0

5.1

0.3

0.2
2.6

0.5

0.6

全国平均8.2％�

東京・神奈川�

京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山�

広島�

高知�

0.3

注　数値は、「学校基本調査」（文部科学省）より、私立中学校在学者と国立中学校在学者をそれぞれ中学1年生総数（中等教育学校前期課程
含む）で割って算出した。�

私立中学校�
国立中学校�

●中学受験の全国的な広がり

中
学
校
選
択
に
関
す
る
資
料



234

資料編

中等教育学校
一つの学校において一体的に中高一貫教育を行う
もの

併設型の中学校・高等学校
高等学校入学者選抜を行わずに、同一の設置者に
よる中学校と高等学校を接続するもの

連携型の中学校・高等学校
既存の市町村立中学校と都道府県立高等学校が、
教育課程の編成や教員・生徒間交流等の面で連携
を深める形で中高一貫教育を実施するもの

図4　国公私立の中高一貫教育校数（都道府県別） 

図5　中高一貫校設置状況の推移（全国） 

注　併設型・中等教育学校は「学校基本調査」（平成19年度）、連携型（中学校・高等学校1組を1校として集計）は「各都道府県等 
　　における中高一貫教育校の設置・検討状況について」（平成19年8月）より作成。いずれも文部科学省。集計方法等の違いに 
　　より、図5、表1の合計数とあわない部分がある。 
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表1　2007年度の設置状況の内訳 
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●中高一貫教育校

注　文部科学省「各都道府県等における中高一貫教育校の設置・検討状況について」（平成19年8月）より作成。
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表2　学校選択制のタイプ 

図6　学校選択制の導入開始時期 
　　  （中学校、累計） 

図7　学校選択制の導入状況 
　　（中学校、2006年） 
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当該市町村内をブロックに分け、そのブロック内の希望する学校に就学を認めるもの 

従来の通学区域は残したままで、隣接する区域内の希望する学校に就学を認めるもの 

従来の通学区域は残したままで、特定の地域に居住する者について、学校選択を 
認めるもの 

従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、通学区域に関係なく、当該 
市町村内のどこからでも就学を認めるもの 

注1　図6は2006年度において中学校で学校選択制を導入している185自治体を対象に、いつから学校選択制を導入したかを調査
したもの。なお、学校選択制を導入しているが導入時期が不明な自治体が3自治体ある。  

注2　図6の年度は、翌年度入学者を対象に学校選択制を導入した年度を意味する（例えば「2005年」は、2006年度入学者が対象）。 
注3　図7は当該市町村内に2校以上の中学校を置く自治体（1,329自治体）を母数としている。  
注4　文部科学省「小・中学校における学校選択制等の実施状況について」（2008年）より作成。 

「学校選択制」とは、市（特別区を含む。以下同じ）町村教育委員会が子どもの就学する小学校・中学校を

指定する際に、あらかじめ保護者の意見を聴取するもので、導入は市町村教育委員会にまかせられている。

導入していない自治体では、一般的に、学校ごとに通学区域を設定し、それに基づき就学校を指定している。 
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教育政策
学習指導要領（小・中）

中高一貫教育校 学校選択制 時代背景

1975年（昭50）

～

1979年（昭54）

77　小・中 学習指導要領告示
　→「ゆとりの時間」が誕生
79　国立大学共通一次試験実施

75　出生率2.0を下回る

1980年（昭55）

～

1984年（昭59） 84　臨教審発足

1985年（昭60）

～

1989年（平元）

85　臨教審答申（第1次～最終）
　→個性重視・学歴社会是正
87　
　

89　小・中 学習指導要領告示
　→新しい学力観と個性尊重、小
学校低学年に「生活科」導入

85　臨教審答申（第1次）
　→6年制中等学校の提言

87　臨教審答申（第3次）
　→通学区域制度の見直しと学校選

択の機会の拡大を提言

89　「1.57」ショック

1990年（平2）

～

1994年（平6）

90　大学入試センター試験実施
91　中教審答申「新しい時代に対

応する教育の諸制度の改革に
ついて」

　→受験競争の緩和策を提言
92　学校週5日制スタート（第2土
曜日が休業日に）

1995年（平 7 ）

～

1999年（平11）

96　中教審答申「21世紀を展望し
た我が国の教育の在り方につ
いて（第1次答申）」

　→「生きる力」の育成と「ゆとり」の
確保

98　小・中 学習指導要領告示
　→「生きる力」の育成と「ゆとり」

の確保、授業時数の大幅削減、
教育内容厳選、「総合的な学
習の時間」の導入

97　中教審答申「21世紀を展望した
我が国の教育の在り方について
（第2次答申）」

　→中高一貫教育の選択的導入を
提言

98　学校教育法等の一部改正
　→法的に中高一貫校が認められる
99　閣議決定「生活空間倍増戦略
プラン」

　→「当面、高等学校の通学範囲に
少なくとも1校整備すること」
が目標に掲げられる

　　法定の中高一貫校最初の設置
（公立3校、私立1校）

96　行政改革委員会「規制緩和の推
進に関する意見（第1次）」

　→学校選択の弾力化を提言

97　文部省「通学区域制度の弾力
的運用について」通知

　→通学区域制度や指定校の変更
が大幅に認められる

98　三重県紀宝町が初の自由選択制
での学校選択制（小学校）導入

97　少子化社会に

2000年（平12）

～

2004年（平16）

00　教育改革国民会議発足

02　文部科学省「確かな学力の向
上のための2002アピール

　　 『̶学びのすすめ』̶ 」
　→「学習指導要領は最低基準」と

し、学力向上に向けた積極的・
具体的な対策を提言

　　小・中 学習指導要領実施
　　小・中で絶対評価の導入
　　完全学校週5日制
03　学習指導要領一部改正を告示
　→学力重視を明確化
04　「PISA2003」や「TIMSS2003」
の結果公表

00　各地で中高一貫教育校が設置
される
（校数の推移はp.234参照）

00　「教育改革国民会議報告」ほ
か、この頃の提言等で学校選
択の推進が掲げられる

　　品川区が東京で最初の学校選
択制（小学校）導入（中学校は
翌年度から）

02　閣議決定「規制改革推進3か
年計画（改定）」

　→学校選択制の導入推進

03　学校教育法施行規則が一部改正
　→市区町村の教育委員会の判断

によって学校選択制を導入で
きることが明示される

2005年（平17）

～

06　教育再生会議設置
　　教育基本法改正
07　全国学力・学習状況調査

08　小・中 学習指導要領告示
　→「生きる力」「確かな学力」の育成
　　授業時数増、小5からの英語必修

化

05　東京で初めて公立の併設型中学
校設立

06　東京で初めて公立の中等教育学
校設立

05　「経済財政運営と構造改革に関
する基本方針2005」

　→「学校選択制について、地域の実
情に応じた導入を促進し、全国
的な普及を図る」との閣議決定

06　いじめ自殺問題

07　モンスターペアレ
ントが話題に

校内暴力・いじめ・
登校拒否が社会問題化

つめこみ教育の弊害
受験競争の激化

「私学ブーム」
中学受験率上昇
私立校新設・
再開ラッシュ

88 年東京調査の実施

   ※本格的なゆとり教育の導入
   07 年全国調査・東京調査対象者は
   小学１年生

学級崩壊

07 年全国調査・東京調査の実施

学力低下論争
ゆとり教育批判

格差論争

大学全入時代へ

～

～

●年表 中学校選択に関連する動向
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